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地方公共サービスの調整速度

塚　原　康　博

　1、序

　Bar1ow（1970），Denzau　and　Mackay（且976），Love11（1978）らは，地方

政府の公共支出が，住民の選好，とりわけ中位投票者の選好に応じて即時的に

調整されることを前提として議論をすすめた。

　しかし，現実の地方政府は，公共サrビスの需要の変化への反応が遅く，地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
方政府の予算は伸縮性に欠けるという指摘もある。

　そこで，オーストラリアの地方政府を対象にして，予算の動学的な調整を検

討したのが，Kiefer（1981）である。Kieferは，資本ストック調整モデルから

示唆を得た地方公共サービスの調整モデルを使い，オーストラリアの地方政府
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
の予算が，伸縮性に欠けることを実証した。

　ただし，Kieferの分析の欠点として，地方公共サービスの調整モデルが，外

生的に与えられたものとし，それを内生的に導出していないこと，そして，調

整速度を示す調整係数を経時的に一定と考え，それが変化する可能性を考慮し

ていないこと，があげられよう。

　そこで本稿は，情報費用を明示的に考慮したモデルを使って地方公共サービ

スの調整モデルを内生的に導出すること，調整係数が変化するケースを検討す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
ること，を主な目的として，Kiefer（1981）の欠点を補いたいと考えている。

　第2節では，地方公共サービスの調整モデルの内生的な導出を行ない，そこ

から得られた調整係数の性質を検討する。第3節では，調整係数を一定と仮定

した場合の地方公共サービスの調整モデルを日本の地方政府に適用し，そこか

ら得られた実証結果を検討する。そして，第4節の結びでは，本稿で展開した

主張の分析上の問題点を指摘する。



18 一橋研究　第12巻第2号

　21　モデル

　本節では，地方政府の行動を説明するのに情報費用を考慮した消費者（住民）

余剰最大化モデルを使用する。情報費用を考慮した消費者余剰を次のように定
　　（4）

義する。

…tエン（舳r・（・・）一1・（・r・…）
ω

ただし，Sは地方公共サービスから得られる消費者余剰，∫（κ）は平均的な個

人の地方公共サービスに対する限界便益関数とし，／（κ）〉O，∫・（κ）＜Oと

する。Pは人口，Qは地方公共サービスの総生産量，qは地方公共サービスの

1人当たりの消費量とし，Q：P也qとする。ただし，αは公共性パラメータ
　　　（5）

一であり，地方公共サービスが公共財であれば，α三〇，私的財であれば，

α＝1，準公共財であれば，O＜α＜1である。C（Q）は地方公共サ」ビスの

総生産費用セあり，総税収および総支出に等しいものとする。IC（Qr　Q，皿、）

は情報費用であり，添字のtはその変数がt期のものであることを示す。

　情報費用とは，新たに地方公共サービスの生産量を増大させる場合に発生す

る情報収集費用や計算費用のことを指し，次のように特定化する。

去β（・r・・一1）望　　　　　　　　　②

ただし，β＞Oとする。

この式は，新たに生産量を増大させた場合，限界的な情報費用が逓増すること
　　　　　　（6）
を仮定している。その理由は，公共サービスの生産量を急激に増大させた場合

地方政府が，一定期間内に複雑で膨大な数の予算項目を検討しなければならな

いから，情報費用が比例以上に増大すると考えられるからである。

　また，見方を変えれば，12）式は，新たな生産量の拡大により発生する不確実

性に対し，官僚の限界不効用が逓増することを示したものと解釈することもで
　（7）

きる。

　12）式をω式に代入し，Stを最大化するための一階の条件を求めると

　dS　t
　’＝P、／（q．）一C’（Q、）Pτ一βPご（Qr　Q｛＿1）＝0　　　　　　　　　13j
　d　qt

二階の条件を求めると

　d2St　　　　　　　　　　2．　　m
T＝Pl∫’（・1）HC”（Qt）Pt一βptくO



　　　　　　　　　　　地方公共サービスの調整速度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
経験的に示されている限界費用一定の仮定を導入すると，上式は

　d2S。　　　　　　　肋
可＝P・／’（・・）’βpt＜O

19

となり，Stを最大化するための二階の条件が，満たされていることがわかる。

　ここで，／（qt）＝n－mqt，C’（Q）＝kとし（ただし，n，m，k〉0），

これを③式に代入し，完全情報で不確実性のない場合（β＝0）と不完全情報

で不確実性のある場合（β〉O）に分けて分析を行なうことにする。

　β＝0のとき

　　一Pt（n－mqt）一kPζ＝O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14〕

　β＞Oのとき

　　　Pt（n－mq、）一kPて一βpζ（QrQ、一1）＝O　　　　　　　　　　　⑤

14）式の条件を満たすq、をqざとおき，（5）式からω式を引くと

　　　P，m（q、一q許）二一βpτ（Qr　QH）

　　　m（PτqrPマqご）＝一βp㌘Ii（Qt－Q、．1）

　　　　　　　（9）
Pてq葦＝Q本とおき，整理す之と

　　　　　　　　　　　一＿重血
　　　　　　　　　　mPt　　　＊
　　　　Qt…Q。＿1＝　　　　（Qt－Q。）
　　　　　　　　　　　β

　　　　　　　　　　　1－2血　　　　　　　　　　mPt　　＊　　　　Qt－Q。＿1＝　　　　（Q。一Qt－Q。＿1＋Qt＿1）
　　　　　　　　　　　β

　　　　　　　　　　　1－2d　　　　　　　　　　mPt．．　　＊
　　　　Qt■Qt＿1＝一　　1＿π（Qt－QH）　　　　　　　　　　　　　　16〕
　　　　　　　　　β十mPt

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】一2α　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　mP　t16〕式が，内生的に導出された地方公共サービスの調整毛デルであり，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　β十mPl－2血

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工。）
が調整係数である。調整係数は，0以上1以下の範囲をとることがわかる。こ

こで重要なことは，調整係数が人口の関数になっており，必ずしも一定の値を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1－2也　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　mP　t
とるとは限らないということである。そこで，　　　　　■λtとして，λtを
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　β十mP…■2包

P、で微分することによって，λオのもつインプリケーショジを検討してみよ

う。

　λtをPtで微分すると，次の式が得られる。
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　　　　ムー史　　　　　　　　　　｛。〕
　　　　dP、　　（β十mP圭一2血）2

17〕式の符号は，公共性パラメーターαの値が，どの範囲をとるかによって，次

の3つのケースに分けられる。

　　　　　　　　　　dλt
0≦α＜0．5のとき　　一＞O
　　　　　　　　　　dPt
　　　　　　　　　　dλt
α＝O．5のとき　　　＿＝O
　　　　　　　　　　dPt
　　　　　　　　　　dλt
O．5＜α≦；1のとき　　一＜O
　　　　　　　　　　dPt

上記のことから，地方公共サービスが公共財に近い性質をもっている場合，地

方自治体の人口が増大すれば，λtも大きくなり，調整速度が速くなることがわ

かる。また，地方公共サービスが私的財に近い性質をもっている場合は，逆に，

調整速度が遅くなり，地方公共サービスが公共財と私的財の中間的な性質をも

つ場合（α＝O．5）は，調整速度が一定となることがわかる。

　もし現実において，地方公共サービスが私的財に近い性質をもっているなら
（11）

ば，人口が急増している地方自治体では．調整速度が遅くなり，人口が一定し

ている地方自治体では，調整速度が一定の値をとると考えられる。

　3．実証分析

　地方公共サービスは，純粋公共財でも純粋私的財でもなく，準公共財（0＜

α＜1）であると考えられるが，ここでは，地方政府が，α＝O．5の準公共財

を生産していると仮定し，調整係数を一定とみなすことにより，調整係数の計

測を行なってみよう。

　まず，（4〕式より

　　　　　　　　血Pt（n－mqt）＝kPt
　d＋1　　　　　血十1　　　　　　　2血

nPt　－mPt　qrkPt

　血　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊
Ptqt＝Qtを代入し，Qtについて解き，そのときのQ。をQ。とおくと

　　　　　　　血　　　　　2α一1

　　　Q芒一nPrkPt　　　　　　　　　　18〕
　　　　　　　　m

⑧式を㈲式に代入し，α＝O．5とすると
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　　　　　　　　　　　　o．5・・一・…一（β干m）（÷k一・・1）

　　　　　　　　mここで調整係数　　　をλとおき，Qtについて解くと
　　　　　　　β十m

　　　　　　λk　　λn　o．5
　　　Q。＝一一十一P。　十（且一λ）Qt＿一　　　　　　　　　　　　　　19〕
　　　　　　1丁止　　　m

〔9）式が推定できれば，Qt－1の係数からλを計測できるが，地方公共サービス

の数量Qのデータは存在しない。それゆえt9〕式の両辺にkを掛けて，数量Qを

支出Eにおきかえることにする。

　19〕式の両辺にkを掛けて

　　　　　　λk2　　λnk　o．5
　　kQt＝一一十一pt　＋（1一λ）kQt＿1
　　　　　　nユ　　　　　n1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）
kQt＝C（Qt）＝Et，kQH＝C（Qt＿1）＝Et＿1一より

　　　　　λk2　　λnk　o．5
　　Et＝一一十一Pt　＋（1一λ）Et．］　　　　　　　　　　　　　　　　　虹O〕
　　　　　nl　　　　　　n1

肛①式にt期の誤差項を加えたものを推定式とし，OLSを使ってλの計測を試
　（13）

みた。対象とした地方自治体は，国立市であり，対象期間は，昭和46年度から

昭和59年度までである。サンプルサイズは14である。推定結果は次のとおりで

ある。

　　　　　　　　　　　　　　　o．5　　E｛＝一50517579＋219040Pt＋O．51663Et－1
　　　　　（65344549）（266553）　　　（O－23007）

　　　　R2＝0，621　DW＝2．63

ただし，カッコ内は標準誤差である。定数項および係数の符号は，予想通りで

あるが，5％水準でOと有意に異なるのは，EHの係数のみである。誤差項に

一階の自己相関が生じているかの検定について，それをDWから判定すれば，

結論が保留であることを示している。ただし，ラ列寸きの従属変数が説明変数

に含まれるときは，h統計量で検定しなければならないが，サンプルサイズが

小さいので，検定ができない。それゆえ，誤差項に一階の自己相関が生じてい

るという証拠がないとみなして，推定結果の解釈を行なうことにする。Et－1の

係数が0と有意に異なっているので，国立市は，地方公共サービスの実際の生

産量を不確実性の存在しない長期的な均衡生産量に向けて即時的に調整してい

ないことを示している。長期的な均衡生産量への実際の生産量の調整過程は，
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調整係数から推計することができる。調整係数は，EHの係数からト0．48337

と示されるから，この値を使って，長期的な均衡生産量の50％が達成されるま

での期間と90％が達成されるまでの期間を求めてみよう。

　調整係数がλのとき，長期的な均衡生産量の100ア％が達成される期間δ
　　　　　　　　　　　　（14）
は，次の式によって与えられる。

　　　　　10g（1－r）
　　　δ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（l1〕
　　　　　10g（1一・一λ）

それゆえ，長期的な均衡生産量の50％が達成されるまでの期間は

　　　　　10g（1－0．5）
　　　δ＝　　　　　　　　　＝10495
　　　　　Iog（1－0148337）

であるから，約1年である。

また，90％が達成されるまでの期問は

　　　　1og（1－0．9）
　　　δ三　　　　　　　　　　　　　　　　＝3　4865
　　　　1og（1－0．48337）

であるから，約3年半である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
　以上の実証分析から，使用するモデルは異なるものの，オーストラリーアの地

方政府で確認された予算の非伸縮性は，日本でも確認されたと言えよう。

　4．結　　ぴ

　本稿では，まず，地方公共サービスの調整モデルを内生的に導出し，次に，

そこから得られた調整係数のもつ含意を検討し，最後に，実証分析を行なって，

具体的な調整係数の値を求めてみた。これら一連の作業の中で，特に注意すべ

き点をあげておこう。

　まず第1に，地方公共サービスの限界便益関数や情報費用を特定化する・に当

たり，かなりの単純化がなされているということである。これらの単純化は，

現実を近似するうえで，有用であると思われるが，限界便益関数や情報費用を

正確に特定化すること自体，今後に残された課題である。

　第2に，実証分析の際に，公共性パラメーターαを先験的にO．5と特定化し

て，調整係数の計測を行なっているが，たとえαがO＜α＜1の範囲をとると

しても，現実のαが0．5であるという保証がないということである。それゆ

え，第3節の結論は，強い仮定の下でのみ成立することに注意する必要があ
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る。αをO．5に特定化したのは，それによって調整係数が一定となり，分析が

容易になるからであ孔従って，今後は調整係数を構成するパラメーター，す

なわちα，β，mを計測する方法を考え出し，人口の変化と伴に，調整係数が，

経時的にどう変化していくのかを明らかにしなければならないであろう。

（注）

ω　Lindb1om（1958．1959），Wi1davsky（1964）らは，官僚の限られた能力や限

　られた情報を考えれば，予算編成における漸増的な対応は合理的であると主張し

　㍍午の主張を実証したものとして・Cr㏄ine（1968・1969）・野口ほか（1979）

　がある。

12）予算の非伸縮性とは，実際の予算が長期的な均衡値から乖離しており，そこへ

　の収束が遅いことを意味する。

13〕ただし，Kiefer（1981）は，予算が非伸縮的である理由を官僚機構の硬直性と公

　的資本の調整費用に求めている。

14H1〕式の右辺の第1項と第2項は，Gonza1ez　and　Mehay（1985）に従ってい

　る。ただし，Gonza1ez　and　Mehayは，裁量予算最大化を仮定しているので，

　第i項が税収および支出と同値であるが，消費者余剰最大化モデルでは，第2項

　が税収および支出と同値である。

（5〕αは，公共サービスの消費の競合性の程度を示すパラメーターであり，1に近

　づくほど，競合性は大きくなる。このような公共性パラメーターを使用している

　論文として・Bergs七rom　and　Goodman（1973）・Brueckner（1981），Gra一

　エn1ich　and　Rubinfe1d（1982）などがある。

16H2〕式において，現実の地方公共サービスは年々拡大しつつあるので，Qt＞QH

　のケースのみを考えている。

171民間企業の企業家であれば，不確実性の大きな新しい事業に着手した場合，そ

　れが成功すれば．大きな報酬を手にできるが，地方政府の官僚が新しい事業に着

　干し，それが成功しても，それに見合った報酬を得られるわけではない。むしろ

　成功は当然とみなされ，失敗は社会的非難を受けるだろう。それゆえ，官僚は不

　確実性を回避する傾向をもち，新たな事業の着手には慎重となる。

18〕Hirsch（1970．1973）は．都市の公共サービスの多くにおいて，規模の経済が・

　存在しないことを経験的に示している。従って，地方公共サービスの長期限界費

　用は，一般的に一定であると考えられる。

19〕Q言は，情報費用のない場合の総生産量であり，不確実性のない長期において

　達成される均衡生産量である。

ω　調整速度が1に近づくほど，調整速度は速まり，β＝oのとき，調整速度は1

　となり，Q。はQ言へ即時的に調整される。

制　政府の供給するサービスには，純粋公共財のみならず，私的財に近い財も含ま

　れつつあるという指摘は，石（1982），貝塚（1984）によりなされている。

l12〕長期限界費用一定の仮定により，kを経時的に一定とみなしている。注（8，を参

　照。
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113〕推定に用いた変数は，次のとおりである。Eは，国立市の歳出総額（普通会計）

　を公的支出のデフレーターでデフレートしたものを用い，Pは，各年の3月31日

　時点での住民基本台帳の登載人口を用いた。

　　データの出所は，次のとおりである。

　1．昭和45，46，47，48年度の歳出総額（単位は1000円）は，それぞれ昭和47・

　　48年版，昭和49年版，昭和50年版，昭和51年版の「日本都市年鑑」，全国市長

　　余編集，自治日報社発行に拠る。

　2．昭和49年度から昭和59年度までの歳出総額（単位は100b円）は，各年度版

　　のr市町村別決算状況」，自治省財政局編集，地方財務協会発行に拠る。

　3．昭和46年の人口は，昭和47年版「所得格差表」に拠り，昭和47年から昭和49

　　年までの人口は，昭和48年版から昭和50年版までの「所得格差年報」，地方税務

　　研究会編集，日本マーケティング教育センター発行に拠る。

　4．昭和50年から昭和59年までの人口は，昭秘9年度版から昭和58年度版までの

　　r市町村別決算状況調」，自治省財政局編集，地方財務協会発行に拠る。

　5．公共支出のデフレーター（昭和55年度＝1．0ユ4）は，昭和6王年版r国民経済計

　　算年報」，経済企画庁経済研究所編集に拠る。

　なお，推定式を計算するに当たり，一橋大学情報処理センターの電子計算機を利

　周させていただいた。

（1切ω式の導出は，次のとおりである。

　　t－oのとき，Qt＝Qτ＝oで均衡しているものとし，t＝1のとき，Q言は。

　から1に変化し，Qざ＝1が2期以降も続くとしよう。地方公共サービスの調整

　モデルは，α＝o．5のとき，QドQH＝λ（Q手一Q。．1）と示せるから

　Q1＝λ（Q†一Qo）十Qo＝λ（1－0）十〇ゴλ

　Q2＝λ（Q芽一Q1）十Q1＝λ（1山λ）十λ＝1一（1一λ）2

　Q3一λ（Qざ凸Q2）十Q2ニュー（1一λ）3

Qδ＝1一（1一λ）δ

　Q戸1
　長期的な均衡生産量Q言（工1）のうち，1OO×ア％が，δ期に調整されるものと

　すると，

　　γ・＝ユー（1一λ）δ

　が成立するから，δは次の式により得られる。

　　　　1Og（1イ）
　　δ＝
　　　　1Og・（1一λ）

蝸　Kiefer（1981）は，予算を5つの項目に分け，それらの項目が相互に関係する

　ことを考慮した調整モデルを使用している。
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